
１．はじめに

人々が銀行に対して評価しているかどうかについて、例えばペイオフ解禁

前後に大手行に預金が移動しているとしてその健全性が評価されているとい

われたことがあった。ある銀行の預金の地元シェアが低いことは、地域のな

かで相対的に当該銀行の魅力が低くて他の金融機関へ資金が流れていること

を、そして、貸出の地元シェアが低いことは他の金融機関に貸出先を奪われ

ていることを意味する。金融ジャーナル社の調べによれば、地方銀行（以下

地銀という）６４行の預金の地元シェアに比べて貸出の地元シェアは高い。こ

のことは、地域において預金面では地銀より魅力的な他の金融機関へ資金を

預けるのに対して、貸出面では地元の地銀依存が預金よりは高いことを意味

している。郵便貯金取り扱い機関が貸出業務を行なっていないので、それ以

外の業態の金融機関については預金シェアに比べて貸出シェアが高まるのは

半ば当たり前であるが、増加の程度は各々異なっている。地銀が地域の経済

に資する役割を果たしていると評価されるのは、預金シェアも貸出シェアも

高い状態であろうが、収益性の面では資金の運用、調達の両面を考慮しなけ

ればならない。したがって、預金と貸出のシェア比にも注目する。本論文で
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は、預金シェアと貸出シェア、そして両者の比率を中心とした分析により地

域での地銀の位置づけを論じ、収益性との関係を分析する。

地域金融の研究では、例えば地銀の市場の分断性や収益性、営業基盤等に

ついて論じているものや、地場企業や地域経済との関係（家森・打田（２００７）

ほか）などを分析したもの等がある。地方銀行のシェアと収益性については、

例えば、両者に正の関係が存在するとする研究（中尾根（１９９４））もあれば、

逆に大戸（２００７）のように貸出業務の収益性について、地域性も考慮した分

析を行い、貸出シェアが収益と負の関係にあるとする研究もある。地域との

関係を論じる場合、多くはそのデータ収集の利便性から都道府県ベースに行

われている。本来は地銀の活動は都道府県をまたがるものもあることから営

業基盤を厳密に考えるべきであり、その重要性に目を向けているのが堀江

（２０１１）である。本論文では簡便的に都道府県ベースでの地元シェアを利用

している。ただ、そのシェア比にも注目しているところが特徴である。また、

１９９０年代後半以降、銀行を取り巻く環境は激変しているが、このなかで地銀

が他の業態と比較したときの位置づけの変化や地銀内での位置づけの変化の

有無を知ること、収益性との関係を知ることは、地銀の今後の戦略を考える

上でも非常に重要であることから、この期間のデータを用いた分析を行って

いる点も特徴である。

第２節で預金や貸出のシェア等について他の業態と比較した概況を示す。

続いて、第３節で個別の地銀の地元シェアを用いて、クラスター分析および

回帰分析を行う。最後は結論である。

２．預金や貸出のシェアに関する概況

大手金融機関が営業活動範囲を地方にも拡大しており、地銀は厳しい競争

に直面しているといわれているが、全国ベースでの業態別の預金や貸出にお
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けるシェアの推移、およびその比率の推移をみてみよう。

図１、２、３は、住専問題が顕著化し始めた１９９６年から２０１０年までの３月

期における全国ベースでの主要な業態別の預金、貸出のシェアの推移および

貸出シェアを預金シェアで除した比率（以下シェア比という）の推移である。

シェアは金融ジャーナル社の金融マップによる。１５年間にわたる各値の統計

値は表１、２に示すとおりである。預金シェアについては１９９９年前後に少々

の落ち込みはあるものの、大手行１、地銀は概ね増加傾向にある。９９年の落

ち込みは、９７年、９８年の相次ぐ大手金融機関の破綻で不良債権を抱える大手

行を中心に銀行への信頼性が揺らいだことに起因すると思われる。第２地方

銀行（以下第２地銀という）は一貫して減少傾向にあり、郵貯は２０００年を

１ 都市銀行や信託銀行などを指す。

図１ 業態別預貯金シェアの推移

金融ジャーナル社の調べによるデータより筆者作成

地域における地銀の位置づけと収益性（有岡） －３－
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図２ 業態別貸出シェアの推移

金融ジャーナル社の調べによるデータより筆者作成

図３ 業態別預貯金と貸出のシェア比

金融ジャーナル社の調べによるデータより筆者作成
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ピークに減少している。郵貯については、期間当初は、不良債権問題で揺ら

ぐ銀行への信頼感の低下で減少した銀行預金が流入することでシェアを伸ば

したものの、高金利だった預金が２０００年前後に満期を迎えたこと、さらには

郵便貯金の預入限度額のルールの遵守が強く求められるようになってきたこ

とが原因でこのような推移をたどっていると考えられる。２０００年以降の郵貯

のシェア減少分は主に大手行と地銀で吸収している。第２地銀の推移につい

ては、郵貯の代替となる金融商品の不足、さらに、２００２年４月には定期預金

のペイオフが解禁され、２００５年４月には全面的にペイオフが解禁されたこと

に起因するのではないか。

貸出シェアについては、大手行は２００９年に目立った増加があるものの減少

傾向にあり、地銀は逆に、２００９年に目立った減少があるものの増加傾向にあ

る。大手行の減少は、多額の不良債権を抱えることになった大手行に対して

自己資本比率等をもとにした早期是正措置などが適用されるようになったこ

と、また、不良債権の早期処理、経営基盤の改善が求められるようになった

表１ 全国ベースでの主要な業態別預金シェアと貸出シェアの統計値

平均 最大 最小

大 手 ３０．９ ３３．８ ２８．８

地方銀行 １９．１ ２０．９ １７．８

第２地銀 ５．９ ６．８ ５．５

郵 貯 ２２．４ ２６．５ １６．５

平均 最大 最小

大手 ４６．０ ４９．３ ４２

地方銀行 ２５．７ ２９．３ ２２．７

第２地銀 ８．４ ８．９ ８．１

金融ジャーナル社の調べによるデータより筆者作成

表２ 貸出シェア／預金シェアの統計値

平均 最大 最小

大 手 １．５０ １．６８ １．２４

地方銀行 １．３４ １．４３ １．２２

第２地銀 １．４３ １．４９ １．３１

金融ジャーナル社の調べによるデータより筆者作成

地域における地銀の位置づけと収益性（有岡） －５－
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ことで、自己資本比率維持のために貸出を縮小せざるを得なくなったためと

考えられる。２００９年の変化は、２００８年９月のリーマンショック後の金融危機

で証券市場が冷え込み、大手行の主要な取引先である企業が、証券市場での

資金調達が困難となったことで借入依存を高めたためであろう。第２地銀は

２０００年までは変わらないが、２００１年に減少し、その後同じような水準を維持

している。

シェア比は前述の２００９年の特殊な事情を除くと、大手行は預金シェアの増

加、貸出シェアの減少で、その値が下落しているのに対して、地銀や第２地

銀のシェア比は上昇している。ただ、地銀については預金シェアを増やしな

がらも貸出シェアをそれ以上に増やした結果、シェア比が増加しているのに

対して、第２地銀は預金シェアの減少の結果、シェア比が増加していること

から、地域では特に地銀がその重要性を高めている。

３．地元シェアおよびシェア比を用いた地銀の分析

３‐１クラスター分析

次に、地銀同士での比較を行う。まず、２０００年３月期、２００５年３月期、２０

１０年３月期のデータ２によって地銀６４行を預金地元シェアと貸出地元シェア３

にもとづいて４つにクラスター分けすると、表３、表４、表５のようになる。

各クラスターの規模は表６の通りである。また、各クラスターの預金シェア

や貸出シェア等の平均値は表７、表８、表９の通りである。

１０年間で地銀グループ内での相対的な地位に変化はあるのだろうか。表３、

表４、表５によれば、各クラスターに分類される銀行は共通するものが多い

ようである。しかし、クラスター規模は年ごとに異なっている（表６）。ク

２ 月刊 金融ジャーナル増刊号 金融マップ２０１１年版による。
３ 地銀同士での合併があった場合は単純に合計している。

－６－
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表３ ２０００年３月期の預金シェアと貸出シェアにもとづく４クラスター

〈１〉地元活躍度 大 〈２〉地元活躍度 やや大 〈３〉地元活躍度 やや小 〈４〉地元活躍度 小

山口 大分 千葉 第四 西日本シティ 富山
南都 山梨中央 十八 山形 北海道 清水

宮崎
山陰合同

秋田

阿波
紀陽
鹿児島

肥後

滋賀
常陽

群馬

北陸
佐賀

足利

八十二

伊予

北国

青森

四国

鳥取

岩手
百五

東邦
琉球

百十四

沖縄
中国

福井
広島
みちのく
親和

北都
京都

福岡

十六

横浜

千葉興業

東北

大垣共立

三重

荘内
筑波

武蔵野

スルガ

北越

東京都民

泉州
但馬

池田
筑邦

近畿大阪

七十七 静岡

表４ ２００５年３月期の預金シェアと貸出シェアにもとづく４クラスター

〈１〉地元活躍度 大 〈２〉地元活躍度 やや大 〈３〉地元活躍度 やや小 〈４〉地元活躍度 小

山口 七十七 紀陽 沖縄 鳥取 十六 北海道 富山
南都 大分 足利 岩手 静岡 西日本シティ 北越 清水

宮崎

阿波
鹿児島
滋賀

秋田

常陽
肥後

群馬
北陸

北国

山梨中央

伊予

八十二

佐賀

琉球
東邦

千葉
四国

福井
十八

青森
百十四
親和

百五

京都
横浜

山形
福岡
広島
みちのく

第四

武蔵野 東京都民

荘内 泉州
筑波 但馬

東北 池田
スルガ 筑邦

大垣共立 近畿大阪

三重
山陰合同 中国 北都 千葉興業

表５ ２０１０年３月期の預金シェアと貸出シェアにもとづく４クラスター

〈１〉地元活躍度 大 〈２〉地元活躍度 やや大 〈３〉地元活躍度 やや小 〈４〉地元活躍度 小

山口 山陰合同 八十二 福井 鳥取 北都 北海道 富山
南都 七十七 北国 群馬 静岡 十六 北越 清水

秋田

阿波
紀陽
鹿児島

肥後

滋賀
常陽

大分
山梨中央

十八
四国

青森
千葉

北陸
佐賀

足利
東邦
琉球
中国

岩手
百五

伊予

沖縄

横浜
親和

山形
福岡
広島
みちのく

第四 西日本シティ

武蔵野 東京都民

荘内 泉州
筑波 但馬

東北 池田
スルガ 筑邦

大垣共立 近畿大阪

三重
宮崎 百十四 京都 千葉興業

地域における地銀の位置づけと収益性（有岡） －７－
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ラスター別の預金シェア、貸出シェアの平均値の大きさは、ともにクラス

ター１が最大、４が最小となっており、２は３より大きい。以上より、クラ

スター１は地元活躍度が大、クラスター２は地元活躍度がやや大きめ、クラ

スター３は地元活躍度やや小さめ、クラスター４は地元活躍度が小といった

特徴を持っている。地元活躍度が大のグループ（クラスター１）規模は２３、

１９、１４と減少している。逆に活躍度が小のグループ（クラスター４）規模は

８、１８、１８と増加している。活躍度がやや大きめのグループ（クラスター２）

表６ 預金シェアと貸出シェアにもとづくクラスター規模
２００００３

クラスター 件数 比率

１ ２３ ３５．９４％

２ ２２ ３４．３８％

３ １１ １７．１９％

４ ８ １２．５０％

合計 ６４ １００．００％

２００５０３

クラスター 件数 比率

１ １９ ２９．６９％

２ １５ ２３．４４％

３ １２ １８．７５％

４ １８ ２８．１３％

合計 ６４ １００．００％

２０１００３

クラスター 件数 比率

１ １４ ２１．８８％

２ １９ ２９．６９％

３ １３ ２０．３１％

４ １８ ２８．１３％

合計 ６４ １００．００％

表７ ２０００年３月期の預金シェアと貸出シェアに
もとづく４クラスター別平均値（％）

１ ２ ３ ４

月刊 金融ジャーナル増刊号 金融マップ２０１１年版の
シェアのデータに基づいて、筆者計算。

預金シェア ２８．２７ ２０．１６ ７．６９ ２．２０

貸出シェア ４１．２６ ２８．８１ １２．４５ ３．０５

表８ ２００５年３月期の預金シェアと貸出シェアに
もとづくクラスター別平均値（％）

１ ２ ３ ４

月刊 金融ジャーナル増刊号 金融マップ２０１１年版の
シェアのデータに基づいて、筆者計算。

預金シェア ３１．１４ ２５．０９ １９．６５ ５．６３

貸出シェア ４２．５４ ３５．３４ ２６．６７ ９．０１

－８－
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規模は２２、１５、１９となっており、活躍度がやや小さめのグループ（クラス

ター３）規模は１１、１２、１３となっている。大まかには、２０００年におけるクラ

スター１の一部がクラスター２に、クラスター２部の一部がクラスター３に、

クラスター３はクラスター４に吸収されている。ただ、預金シェア、貸出シェ

アの平均値はともに、いずれのクラスターでも時系列で増加していることか

ら、地域で地銀の地位は高まっているものの、地銀同士での比較では上位に

分類される銀行数の割合は減少している（表７、表８、表９参照）。

さて、２０１０年３月期において、表９の値からクラスター間で順位付けした

ものが表１０である。クラスター１は預金、貸出のシェアがともに高いので

シェア比自体はさほど高くない。地域での期待が高いだけに貸出にシビアに

なりきれず、不良債権率がやや高めである。金利減免などがあって貸出利回

りは相対的に低く、預貸利鞘も低めとなっていると思われる。クラスター２

は不良債権率はさほど多くないため、貸出利回りもやや高めとなっており、

預金と貸出のバランスもあって、預貸利鞘が最大となっている。クラスター

３は不良債権率が最も高い。その結果貸出利回りが低めになっているのでは

ないか。クラスター４には、大手行の活動が盛んな大都市圏に位置する銀行

表９ ２０１０年３月期の預金シェアと貸出シェアにもとづく
４クラスター別平均値（シェア比以外は％）

１ ２ ３ ４

シェアのデータは月刊 金融ジャーナル増刊号 金融マップ２０１１年版
に基づいて、筆者計算。
預貸出利鞘、貸出利回り、不良債権率は銀行の有価証券報告書をもと
にして、筆者計算。

預貸利鞘

預金シェア

貸出シェア／預金シェア

不良債権率

貸出シェア

貸出利回り １．９２

３．１８

４４．７４

１．２８

０．５７

３７．５０

０．６２

１．２５

１．９７

３．１２

３６．４６

２９．３６

２８．７５

２８．４９

１．９６

１．３３

０．６０

３．２１ ２．９７

０．５０

２．０８

１．５４

９．９８

６．３８
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が多いため地元での活動規模は小さいながらも、預金に比べて貸出が大きい。

貸出利回りは最大、不良債権率は最小であるが、預貸利鞘は最小となってい

ることから、貸出利回りは高くとも、活動規模の維持のため預金金利を高め

にして資金を調達していると思われる。

シェア別の銀行数の変化を見ると、預金シェアでは中位行以下のグループ

から上位行グループへのシフトが起きている。貸出シェアについては預金ほ

どではないが、同様な傾向にあるようである（表１１）。

また、２０１０年３月期のシェア比と貸出利回り、預貸利鞘、不良債権率の指

標にもとづいて４つにクラスター分けすると、各クラスターに属する銀行は

表１２に示され、その規模は表１３の通りである。クラスターごとの各指標の平

表１０ ２０１０年３月期における預金シェアと貸出シェアに
もとづくクラスター間での順位付け

１ ２ ３ ４

不良債権率は値が小さいものから順位付けしている。

預貸利鞘

預金シェア

貸出シェア／預金シェア

不良債権率

貸出シェア

貸出利回り ４

３

１

３

３

１

１

４

２

２

２

２

３

３

３

２

２

４ １

４

１

１

４

４

表１１ シェアと銀行数

預金シェア ２０００年 ２００５年 ２０１０年

３０％～４０％ ４ １３ ２２

２０％～３０％ ３１ ２７ １９

１０％～２０％ １３ ９ ９

１０％未満 １６ １５ １４

貸出シェア ２０００年 ２００５年 ２０１０年

４０％～ １２ １７ １６

３０％～４０％ ２３ １８ ２２

２０％～３０％ ９ １１ ８

１０％～２０％ ８ ８ １０

１０％未満 １２ １０ ８

月刊 金融ジャーナル増刊号 金融マップ２０１１年版のシェアのデータに基づき、筆者作成。

－１０－
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均値は表１４の通りであり、それを順位付けしたのが表１５である。クラスター

１は、預金シェアに比べて貸出シェアが大の銀行である。不良債権率が低い

ことから優良な貸出先が多く、したがって金利交渉力は企業側にあり、貸出

利回りや預貸利鞘が低くなっていると考えられる。クラスター２は、不良債

権率は低めで貸出利回りや預貸利鞘が最も高い。収益性、健全性が高い銀行

グループである。クラスター３は、預金シェアに比べて貸出シェアがやや大

の銀行である。不良債権率がやや高めであるものの、貸出利回りや預貸利鞘

がやや高めである。クラスター４は他のクラスターに比べて預金シェアに対

表１２ ２０１０年３月期のシェア比と貸出利回りと預金貸出利鞘と
不良債権率にもとづく４クラスター

〈１〉 〈２〉 〈３〉 〈４〉

紀陽 東邦 山口 中国 肥後 北海道 静岡
鹿児島 百五 南都 沖縄 七十七 北越 第四
滋賀 荘内 阿波 岩手 青森 大垣共立 山形
山梨中央 筑波 常陽 百十四 佐賀 筑邦 福岡
八十二 武蔵野 秋田 スルガ 十八 広島
足利 三重 宮崎 東北 鳥取 親和
千葉 千葉興業 山陰合同 池田 みちのく 十六
四国 富山 大分 横浜 泉州
福井 清水 北国 京都 東京都民
群馬 近畿大阪 北陸 北都
伊予 但馬 琉球 西日本シティ

表１３ ２０１０年３月期のシェア比と貸出
利回りと預金貸出利鞘と不良債
権率にもとづくクラスター規模

クラスター 件数 比率

１ ２２ ３４．３８％

２ １８ ２８．１３％

３ １５ ２３．４４％

４ ９ １４．０６％

合計 ６４ １００．００％
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して貸出シェアは多くないのに、不良債権率が高い。不良な貸出先が多いた

め、金利減免等で貸出利回りや預貸利鞘が低くなっていると考えられる。

３‐２回帰分析

さて、２０１０年３月期のデータを用いて、利鞘を非説明変数、貸出と預金の

シェア比を説明変数とする回帰を行なうと

利鞘＝０．１３８＋０．３１９＊シェア比

の式が得られる（表１６）。預金金利が低金利下にあって低く抑えられている

ので銀行間格差が小さめであろうのに対して、貸出が預金に比べて相対的に

多いほど貸出金利が高く、その結果利鞘が大きいことが予想される。よって、

シェア比の係数が正であることが予想されるが、その通りであり、１％の水

準で有意である。貸出金利が高い理由として、ひとつには、地域での貸出

表１４ ２０１０年３月期のシェア比と貸出利回りと預金貸出利鞘
と不良債権率にもとづく４クラスター別平均値
（シェア比以外は％）

１ ２ ３ ４

預貸出利鞘、貸出利回り、不良債権率は銀行の有価証券報告書をもと
にして、筆者計算。

不良債権率

貸出利回り

預貸利鞘

貸出シェア／預金シェア １．４１

０．５２

２．３０

１．９４

３．００

１．３４

０．６６

２．０５

０．６１

２．０３

１．３４

３．６２ ４．４６

１．２５

０．５０

１．９０

表１５ ２０１０年３月期における預金シェアと貸出シェアに
もとづくクラスター間での順位付け

１ ２ ３ ４

不良債権率

貸出利回り

預貸利鞘

貸出シェア／預金シェア １

３

１

３

２

３

１

１

２

２

２

３ ４

４

４

４

－１２－

（１２）



シェアが高いことは貸出先の業種や活動地域の幅が狭く、リスク分散しにく

いことから相対的に高くなるであろうリスクに見合うよう貸出金利を高くし

ていることが考えられる。また、地域で地銀は重要性を高めていることから、

金利について相対的に強い交渉力をもっており、貸出金利を高めに誘導でき

るなども考えられるであろう。

次に、２０１０年３月期のデータを用いて、貸出利回りを非説明変数、貸出と

預金のシェア比を説明変数とする回帰を行なうと

貸出利回り＝１．２７６＋０．５２４＊シェア比

の式が得られる（表１７）。シェア比の係数は前述のような理由から正である

ことが予想されるが、その通りであり、１％水準で有意である。シェア比が

高いほど貸出利回りが高くなっており、前述の貸出金利の高さを裏付けてい

る。

４．結 論

１９９６年から２０１０年にかけては、当初、不良債権問題が顕著化して大手金融

機関の破綻が相次ぎ、自由化と同時に規制強化も進められるさまざまな金融

表１６ 利鞘をシェア比で回帰した結果

係数 標準誤差 t P‐値 決定係数

＊＊＊ １％水準で有意

貸出シェア／預金シェア

切片 ０．１３７９７８

０．３１９２４４

０．１４６５９

０．１０６７０２

０．９４１２５１

２．９９１９２３＊＊＊ ０．００３９７５

０．３５０２２９ ０．１３

表１７ 貸出利回りをシェア比で回帰した結果

係数 標準誤差 t P‐値 決定係数

＊＊＊ １％水準で有意

貸出シェア／預金シェア

切片 １．２７５９７２

０．５２３６７６

０．１５８９６１

０．１１５７０７

８．０２６９４４＊＊＊

４．５２５８９２＊＊＊ ２．７８E‐０５

３．５５E‐１１ ０．２５

地域における地銀の位置づけと収益性（有岡） －１３－
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規制の変化があった。その後、金融機関の再編が進み、不良債権処理の処理

も順次進められてきたが、２００７年にはサブ・プライム問題が起き、翌２００８年

９月のリーマンショック後は世界的に金融市場の冷え込みが続いた。銀行を

取り巻く環境がこのように激変するなか、地銀のポジションは業態間で比較

すると上昇してきている（第２節）。しかし、預金シェアと貸出シェアのみ

でのクラスター分析によれば地銀内での相対的な地位の変化はさほどみられ

ないようである（第３節－１前半）。しかし、シェア比と貸出利回り、預貸

利鞘、不良債権率の指標により４つにクラスター分けした結果は、シェアの

みにもとづくクラスター編成とは異なった結果となっている（第３節－１後

半）。第３節－２では預金と貸出の地元シェア比が高いほど貸出金利や貸出

利回りが高いことが示されたが、これは地銀が預金や貸出の規模を考える上

での材料となるであろう。銀行の収益において、従来は資金運用益が大きな

比重を占めていたが、近年は手数料収入等の役務取引等収益の割合が増えつ

つある。地銀も役務取引等収益の拡大を目指しているようであるが４、役務

取引の機会に恵まれている大手行と違って地銀にとってはいまだ資金運用益

は重要な収益源である。また、自己資本比率規制が厳しくなるなか、大手行

は貸出に慎重にならざるを得ず、地銀にとってはシェア拡大の機会でもある。

シェア比が資金運用益につながる預金利鞘や貸出利回りに影響を及ぼすこと

から、地銀は預金と貸出の地元シェアのバランスを考えながら行動すべきで

ある。今後 IFRSの導入で金融商品の取り扱いが変わることや金利変動可能

性があるもとで、より長期間のデータによって地銀のシェア比と収益性の関

係を分析し、地銀の変化に合わせた戦略設定に資することができればと考え

ている。

４ 例えば、２００８年８月３日の日経新聞によれば、地銀１３行がオリックスと中小
企業のM&A仲介等を行うようである。

－１４－
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